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平成 30 年度第３回日野市公契約審議会議事概要 

 

開催日時場所 
平成 31 年２月 26 日（火） 午後６時 30分～午後８時 50分 

日野市役所５階 ５０５会議室 

出席委員 

会 長  西浦 定継 （学識経験者 /明星大学理工学部教授） 

副会長  小池 孝範 （学識経験者 /かたくり法律事務所） 

委 員  佐藤 博司  

（事業者団体関係者 /日野市商工会建設業部会部会長） 

委 員  亀山 孝一  

（事業者団体関係者 /日野市商工会理事） 

委 員  三角 幸太郎 

（労働者団体関係者 /全建総連東京都連日野地区協議会） 

委 員  伊羅胡 和哉 

（労働者団体関係者 /連合三多摩ブロック地域協議会南多摩地区協議会）  

次第 

１． 開会 

２．議事 

（１）労働報酬下限額の設定について 

（２）委託・指定管理の導入について 

（３）その他 

３．閉会 

質問・意見 回答・結果 

２ 議事 

（１）労働報酬下限額の設定について 

・平成３１年度の予算の中で、公契約条例の

適用を受ける案件はあるのか。 

 

 

・平成３０年度は労務単価の９０％と設定さ

れているが、２回の説明会の中でどこまで理

解を得る事ができたのか。尐し下げた形で運

用し、見直しをかけたほうが受け入れられや

すいと思う。 

・説明会の参加者アンケートの結果は予想通

り厳しいものであった。１０月の施行後、 

対象案件が１件もないままこれまで来てい

るので、３１年度、対象となる工事を実施し

てみてから判断するべきと思う。９０％は、

これまでの経緯の中で決まった数字なので、

 

 

・いくつかあります。先日、定例の記者会見に

おいて「南平体育館の解体工事」と「浅川ス

ポーツ広場の人工芝化工事」が対象となるこ

とが公表されました。 
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まずはこのまま実施するべきと思う。 

・一度決めた事なのでこのまま３１年度は進

めて、状況をみて３２年度に見直しで良いと

思う。行政としては台帳の提出を受けてモニ

タリングしていくという事で良いか。 

 

・今回、国は設計労務単価の公表にあたって、

引き上げをした理由を示している。有効求人

倍率が５～１２倍と高く建設産業の人手不

足が明らかで、これに見合うだけの単価設定

が必要。また、法定福利費の本人負担分１

５％や事業主側の必要経費４１％も含めて

引き上げていると示している。これを踏まえ

て、市の積算はこの内容を反映するのかとい

う事と、働き方改革の一環として週休２日を

目指した工期設定をするのか。 

・法定福利費が４１％と示されているが、２

次下請けが１次にはなかなか請求しづらい。

市である程度払わないと９０％は苦しい。 

 

・説明会のあと色々事業者と話をした。積算

において、市が単価を上乗せすることは不可

能だと思う。現場の作業員の賃金を確保する

と、元請は逆にマイナスになってしまう。公

契約条例では、労働者の環境整備も大事だ

が、一方で地元の事業者も潤わなければいけ

ない。単純に考えて、年収の全国平均は４５

０万円。電工の単価 25,500 円となっていて、

１年の労働日数を２６０日とすると、年収６

６０万円になり、これの９０％は約６００万

円ということになる。 

・よって、極端ではあるが、７０％で良いと

思う。設計労務単価が上がるのは結構なこと

だが、市の公契約条例においては、下限額を

下げないと下請けを確保する事ができない。 

・逆に上げないと労働者の確保が難しいとい

う指摘もあったが、働く人の立場となった場

合はどうか。 

・労働者の確保は企業の努力による。集まら

 

・実際に請け負った業者からのヒアリングをし

ていこうと考えています。 

 

 

 

・積算に当たっては、国が示した設計労務単価

を踏まえて東京都は基準単価を設定してい

ます。市は、都の基準単価に基づき積算する

ので、反映していると言えます。また、余裕

をもった工期の設定については、契約担当と

して工事主管課に周知しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



3 

 

ないから公契約ができないというのは違う

と思う。 

・先ほど意見があったが、法定福利費が下請

けまで回らないのが現実。審議の時間がない

からここで９０％にするというのでは事業

者は納得しない。何か根拠が必要で、先ほど

言った数字を根拠とするなら７０％（全国平

均年収４５０万円≒電工６６０万円×７

０％）は妥当と考える。 

・９０％払えない会社は排除されることにな

る。日野市内業者は誰も手を挙げられなくな

る。今の状態で９０％が独り歩きして来年も

再来年も９０％でやりましょうとなりかね

ない。できない業者は参加しないで、大手の

業者だけ参加してくださいとなっては市内

業者は苦しい。低めに設定して、余裕があっ

たら引き上げていけばいいと思う。 

 

・設計労務単価は大きく引き上げられている

が、労務単価の引き上げに対して賃金の引き

上げが追い付いていないのが現状。 

・他の自治体はほとんどが９０％で、アンケ

ートをみてもそんなに悪いものは無い。 

 

・そもそもなぜ工事から始めたのか。公契約

条例は指定管理で品質確保が求められたの

がきっかけのはず。 

 

 

・総合評価方式を実施しているからというこ

とであれば、９０％の設定はおかしい。 

 

・３１年度の設計労務単価の８５％は、３０

年度の設計労務単価の９０％と概ね変わら

ないくらいの金額になる。 

 

・公契約条例と総合評価方式は何が違うのか。

総合評価方式に準拠した８０％であれば事

業者に説明できなくもない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・日野市の総合評価方式では、労務単価の 

８０％達成を加点項目としているため、公契

約条例の理念は確保されているという事が

あり、導入のし易さという点が一番の理由で

す。 
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・総合評価方式において、労務単価の８０％

を確保することの加点申請を取れない事業

者がいる。こういう事を踏まえて８０％を一

つの目安としたらどうか。 

・８０％としている自治体はあるか。 

 

 

・総合評価方式で加点申請したにも関わらず

賃金台帳の提出が無い場合はどうなるのか。 

 

 

 

・設計労務単価の９０％というのは、これま

での議論で積み上げたものであるので、一定

程度の引き下げは理解できるが、大幅な引き

下げは納得できない。 

 

・他市では、何年もかけて制度に対する業者

の理解を得られたのだと思う。日野市では制

定する側と事業者の意思の疎通が足りてい

ないという事が根本的な問題だと思う。こう

いった状況の中では総合評価と同じ８０％

を適用するのが妥当と思う。 

 

・日野市公契約審議会規則第３条第３項に「審

議会の議事は、出席した委員の過半数をもっ

て決し、可否同数の時は、議長の決するとこ

ろによる。」とある。これに基づき、８０％

と８５％のいずれか挙手で決定する。 

  ８０％に賛成する者 

  ８５％に賛成する者 

 

・多数決により、平成３１年度は、設計労務

単価の８５％を労働報酬下限額とする。 

 

 

（２）委託・指定管理の導入について 

・審議会としては、平成３１年度に委託の対

象業務を決めて、年度末に答申する方向。

 

 

 

 

・調べた範囲ではありません。一番低くて 

８５％があります。 

 

・工事の成績評定が減点されます。総合評価方

式の８０％は職種別の平均のため、全労働者

が８０％以上の賃金をもらっているという

事ではありません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２名挙手 

３名挙手 
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対象業務を決定するにあたり、金額で目安

を付けるか、業務内容で判断するか、次回

審議会では事務局案を示して欲しい。 

・委託の中でも清掃職場と医師等の専門職で

は異なる。件名だけでは業務の中身がわか

らない。他市の例等も参考にしたい。 

・情報を整理したうえで、次回に審議するこ

ととする。 

 

 

 

・配布資料を工夫します。 

 

 

 

 


